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１．目的 
2012 年の原木価格の下落の要因とメカニズムを明らかにするとともに、原木需要減
退期における原木市売市場、コーディネート組織や素材生産事業体の対応手法を収
集分析し、地域、流通主体にあった原木価格急変時における需給調整事例集を作成
する。また、原木価格の急激な変動を予測・注意喚起するための価格変動解析ツー
ルを開発する。さらに、中長期的な需給調整を果たす原木流通コーディネート組織

の機能発揮のための条件と課題を明らかにして、新たな原木流通システムを提案す
る。 

 
２．当年度研究成果の概要 

統計データを用いて、用材需要が減少する中で、間伐補助の搬出要件化等から合板、
木材チップ用材供給量が増加し、その一部が大規模工場が購入削減していた原木市場

へ出荷されことが 2012 年の素材価格暴落の一因であることを明らかにした。この暴
落に対して、需給調整対策を実施していたのは調査対象 38 組織のうちわずか 9 組織
であった。それらに欧州調査の結果を加えて需給調整事例集を作成するとともに、伐
採抑制は実施が難しく、伐採方法・採材方法の変更は実行可能性が高いこと、素材の
買い取り貯蔵は、風害被害時に欧州でも取り組まれていたが、資金の必要性や品質劣
化による損害が課題となっていたことを明らかにした。また、素材価格の前月比、前

年度比、2 カ年平均価格比の 95％信頼区間からの逸脱によって暴落・暴騰を判定する
価格変動解析ツールを開発し、2012 年の暴落、2013 年の暴騰が判定可能であること
を確認した。加えて、価格の予測モデルの開発を行い、高い精度を確認した。コーデ
ィネート組織の需給調整機能について、北海道から九州までの全国 9 地域と欧州 3
カ国を調査し、比較地域分析を行った。その結果から、価格の安定に寄与する流通シ
ステムとして、コーディネート組織が数ヶ月ごとに会員（素材生産事業体等）の希望

出荷数量をとりまとめ、大口林産企業と交渉し、会員に有利な価格や納入量で協定を
締結し、その協定に基づいて会員に納入量割当を行う仕組みを提案した。 
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５．評価結果の概要 
本研究プロジェクトは、当初の計画通りに調査研究が行われたと評価される。
コーディネート組織及び素材生産事業体の需給調整機能を、聞き取り調査と

資料収集に基づく先行事例の分析により実証すると共に、新たな原木流通シ
ステムを可能とするコーディネート組織について、その機能を発揮するため
の条件及び今後の課題を示した。また、効果的な需給調整手法の一つとして
価格予測モデルを新たに開発し、6 カ月先までの予測が可能となった。これ
らは重要な成果であり、社会的ニーズに応え、実用への足掛かりを与えるべ
く、より分かりやすく取りまとめることが必要である。 

 
６．評価において改善を指摘された事項への対応 

現在投稿中であるものも含めて、引き続き研究成果を論文等にとりまとめ、広

く情報発信に努めたい。なお、今回開発された価格予測モデルは、既存のもの

と比べて精度が格段に上がっていることから、差し替えることによって社会実

装につなげたい。 

 


